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◇◆◇ 今号の掲載内容 ◇◆◇ 

Ⅰ．障害福祉制度・施策関連情報  

1 社会福祉法人の「地域における公益的な取組」ついての趣旨に関する通知が発出される …P. 1   

2 日本財団・平成 28年度福祉車両助成事業を実施 …P. 6 

 

Ⅰ．障害福祉制度・施策関連情報 

１．社会福祉法人の「地域における公益的な取組」ついての趣旨に関する通知が発出される 

 

 平成 28年 3月 1日（木）の衆議院本会議において可決・成立し、平成 28年 4月 1日より施行され

た改正社会福祉法（「社会福祉法等の一部を改正する法律」）について、今般、法第 24条第 2項のいわ

ゆる「地域における公益的な取組」について、その趣旨等に関する通知が厚生労働省より 6月 1日に

発出されました（社援基発 0601第 1号／平成 28年 6月 1日／各都道府県・指定都市・中核市民生主

管部（局）長宛／厚生労働省社会・援護局福祉基盤課長通知）。内容について下記のとおりご報告しま

す。 

社会福祉法人の「地域における公益的な取組」について 

（資料より抜粋） 

記 

１「地域における公益的な取組」を行う趣旨 

 社会福祉法人（以下「法人」という。）については、平成12年の社会福祉基礎構造改革の際に、社

会福祉法第24条（経営の原則）において法人の本旨に関する規定を整備したところですが、今般、平

成28年改正法第24条第２項で規定された「地域における公益的な取組」に係る責務については、法人

の本旨から導かれる法人が本来果たすべき役割を明確化したものです。 

 

２「地域における公益的な取組」の内容 

(1)平成28年改正法第24条第2項の要件 

 平成28年改正法第24条第2項は、「社会福祉法人は、社会福祉事業及び第26条第1項に規定する公益

事業を行うに当たっては、日常生活又は社会生活上の支援を必要とする者に対して、無料又は低額な

mailto:z-shogai@shakyo.or.jp


障害福祉関係ニュース 平成 28年度 4号（28.6.10） 

2 

料金で、福祉サービスを積極的に提供するよう努めなければならない。」としています。 

 当該規定に明記された「地域における公益的な取組」の要件は、 

① 社会福祉事業又は公益事業を行うに当たって提供される福祉サービスであること 

② 日常生活又は社会生活上の支援を必要とする者に対する福祉サービスであること 

③ 無料又は低額な料金で提供される福祉サービスであること 

です。 

 上記の法律上の要件は、法人が他の事業主体では困難な福祉ニーズに対応することを明記したも 

のであり、上記③の要件である「無料又は低額な料金で提供される福祉サービス」の実質的な意義 

は、既存の制度の対象とならず、公的な費用負担（※）がない福祉サービスを提供することです。 

※委託事業又は補助事業による事業費全額についての公費負担のことをいいます。 

 

(2)「地域における公益的な取組」の要件の意義 

 「地域における公益的な取組」は、以下の全ての要件を満たす必要があります。 

 ①社会福祉事業又は公益事業を行うに当たって提供される福祉サービスであること 

  社会福祉法における公益事業とは、社会福祉事業以外の社会福祉を目的とする事業であって、 

 社会福祉と関連のない事業は該当しません。 

  したがって、「地域における公益的な取組」は、社会福祉を目的とした福祉サービスとして提 

 供される必要があります。 

 ②日常生活又は社会生活上の支援を必要とする者に対する福祉サービスであること 

  福祉サービスを受ける者としては、「日常生活又は社会生活上の支援を必要とする者」と規定 

 されており、心身の状況や家族環境等の他、経済的な理由により支援を要する者が該当します。 

 ③無料又は低額な料金で提供されること 

  無料又は低額な料金で提供される福祉サービスとは、多様な事業主体が福祉サービスの実施主 

 体として参入する中、法人は、社会福祉事業の主たる担い手として、税制上の優遇措置などの公 

 的な助成が行われているものであり、高い公益性を有する特別の法人に求められる役割として、 

 地域社会に積極的に貢献していくための事業等です。 

  したがって、当該取組は、直接的な費用が発生する事業等を行う場合、その費用を下回る料金 

 を徴収して実施する事業、又は料金を徴収せずに実施する事業等が該当します。 

  なお、既存の制度の対象となり、公的な費用負担（※）がある場合は、無料又は低額な料金で 

 提供する福祉サービスとはいえず、「地域における公益的な取組」には該当しません。 

 ※委託事業又は補助事業による事業費全額についての公費負担のことをいいます。 

  「地域における公益的な取組」の該当性を判断する際の参考となる考え方は［別添１］のとお 

 りです。 

 

３「地域における公益的な取組」実施の際の留意事項 

(1) 「地域における公益的な取組」と平成28年改正法第55条の2（平成29年4月施行分）に規定する 

 「地域公益事業」の関係について（［別添２］参照） 

  「地域における公益的な取組」は、全ての法人の責務として規定したものであり、継続的に行 

 われるものではない取組も含まれます。 

  一方、平成28年改正法第55条の2に規定する「地域公益事業」は、社会福祉充実残額を保有して 

 いる法人が、その財産を活用する社会福祉充実計画に位置付ける「事業」として規定しているも 
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 のであり、社会福祉法第26条に規定する公益事業に含まれるものです。 

  なお、平成28年改正法第55条の4において、法人が社会福祉充実計画を作成する場合の検討順 

 位は、第１に「社会福祉事業（職員処遇の充実を含む）」、第２に公益事業の中の「地域公益事 

 業」、第３に「その他の公益事業」とされています。 

 

(2)定款上の取扱いについて 

  「地域における公益的な取組」のうち、継続的に行われるものではない取組については、従前 

 の取扱いのとおり定款の変更を必要としません。 

  なお、公益事業のうち、規模が小さい事業の取扱いは以下の通知のとおりです。 

 

  「公益事業のうち、規模が小さく社会福祉事業と一体的に行われる事業又は社会福祉 

 事業の用に供する施設の機能を活用して行う事業については、必ずしも定款の変更を行 

 うことを要しないこと。」 

 （「社会福祉法人の認可について」(平成12年12月1日障第890号・社援第2618号・老発 

  第794号・児発第908号厚生省大臣官房障害保健福祉部長、社会・援護局長、老人保健 

  福祉局長、児童家庭局長連名通知)別紙2社会福祉法人定款準則第二一条(備考一)） 

  

 

(3) 所轄庁の指導監督について 

  「地域における公益的な取組」は、法人がその経営実態に応じて地域の福祉ニーズに対応する 

 ものであり、所轄庁は、法人に対して特定の事業の実施を強制するなど法人の自主性を阻害する 

 ような指導を行ってはならず、社会福祉法第61条第1項第1号及び第2号（事業経営の準則）を遵守 

 することが必要です。 

 

 社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）（抄） 

 （事業経営の準則） 

 第六十一条 国、地方公共団体、社会福祉法人その他社会福祉事業を経営する者は、次 

 に掲げるところに従い、それぞれの責任を明確にしなければならない。 

 一 国及び地方公共団体は、法律に基づくその責任を他の社会福祉事業を経営する者に 

   転嫁し、又はこれらの者の財政的援助を求めないこと。 

 二 国及び地方公共団体は、他の社会福祉事業を経営する者に対し、その自主性を重ん 

 じ、不当な関与を行わないこと。 

 三 （略） 

 ２ （略） 

 

(4)その他 

  社会福祉法人は、社会福祉事業を実施することを目的とする法人として、「地域における公益 

 的な取組」を実施するものであり、「地域における公益的な取組」の実施に当たっては、社会福 

 祉事業の適切な実施に影響が及ばないようにしなければなりません。 

  ついては、福祉各法に基づく基準や運営費等に係る取扱い（注）に則して実施することが必要 

 です。 
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（注） 

 ①子ども・子育て支援法附則第６条の規定による私立保育所に対する委託費の経理等に 

  ついて（平成27年9月3日府子本第254号、雇児発0903第6号） 

 ②社会福祉法人が経営する社会福祉施設における運営費の運用及び指導について（平成   

  16年3月12日雇児発第0312001号、社援発第0312001号、老発第0312001号） 

 ③障害者自立支援法の施行に伴う移行時特別積立金等の取扱いについて（平成18年10 

  月18日障発第1018003号） 

 ④指定障害児入所施設等における障害児入所給付費等の取扱いについて（平成24年8月   

  20日障発0820第8号） 

 ⑤特別養護老人ホームにおける繰越金等の取扱い等について（平成12年3月10日老発第 

  188号） 

 

  また、「地域における公益的な取組」については、各法人がそれぞれ主体的に実施することが 

 求められますが、小規模な法人において、単独で実施することが困難であるような場合には、複 

 数の法人で連携し実施することも考えられます。その場合、各法人は、単に資金拠出するだけで 

 はなく、その役員、職員が直接サービス提供に関わるなど実質的に事業等の実施主体となること 

 が必要となります。 

 

[別添１] 

平成28年改正法第24条第２項のいわゆる 

「地域における公益的な取組」の考え方について 

 

○ 以下については、平成28年改正法第24条第２項のいわゆる「地域における公益的な取組」の該 

 当性を法人等が判断する場合の参考として考え方を示すものであり、個々の取組については法人 

 が地域の福祉ニーズを踏まえつつ、法律の趣旨に（前記要件等）に則して判断する必要があります。 

  なお、 

  ア「地域における公益的な取組」は、以下の例に限定されるものではないこと 

  イ「地域における公益的な取組」に該当しない場合であっても、法人が行うことがで 

   きる公益事業に該当する場合があること 

 を念のため申し添えます。 

 

①社会福祉事業又は公益事業を行うに当たって提供される福祉サービスであること 

・ 地域の障害者、高齢者と住民の交流を目的とした祭りやイベントなど地域福祉の向上を目的と 

 した活動は該当し得ますが、当該法人の施設・事業の入所者・利用者と住民との交流活動は、法 

 人事業の一環として行われるものであり「地域における公益的な取組」には該当しません。 

・ 環境美化活動や防犯活動は、法人が自主的に取り組むことが出来るものですが、地域社会の構 

 成員として行う活動であり、「地域における公益的な取組」には該当しません。 

②日常生活又は社会生活上の支援を必要とする者に対するものであること 

・ 要支援・要介護高齢者に対する入退院支援などは該当し得ますが、自ら移動することが容易な 

 者に対する移動手段の提供などは法人が自主的に取り組むことが出来るものですが、「地域にお 
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[別添2]

地域における公益的な取組み（24条第2項）と地域公益事業（55条の2第4項第2号）との関係

右記のうち、

事業性の

ないもの

（取組）

地域公益事業を除く公益事業（55条の2第4項第3号）

・介護老人保健施設

・有料老人ホーム

・社会福祉士養成施設 等

地域公益事業（55条の2第4項第2号）

【社会福祉充実残額の再投下対象事業】

・介護保険制度外の生活支援サービス・在宅支援事業
（例：介護保険制度外の通院支援、外出支援、見守り支援、買

い物支援、家事支援（ゴミ出し、洗濯、掃除、電球の交換）、入

浴支援、配食、入退院手伝い、移動支援、居場所作り）

・低所得世帯等に対する生活支援の実施
（例：低所得者への相談支援、生活資金の助成、住居の提供、

就労支援、低所得世帯の子どもに対する学習支援・奨学金の

助成）

・施設退所者・退所児童に対する継続的な支援
（例：児童養護施設退所者、矯正施設退所者への相談支援、生

活資金の助成、住居の提供、就労支援、奨学金の助成）

社会福祉事業（55条の2第4項第1号）

・特別養護老人ホーム

・保育所 等

【通常の利

用料より

定額で提

供するも

の

（社会福祉

法人軽減

等）】

・特別養護

老人ホー

ム 等

公益的取組（事業）（24条第2項）

責務規定 公益事業 社会福祉事業

 ける公益的な取組」には該当しません。 

・ 子育て家族への交流の場の提供は該当し得ますが、地域住民に対するグラウンドや交流スペー 

 スの提供は法人が行い得るものですが、「地域における公益的な取組」には該当しません。 

・ 家庭環境により十分な学習機会のない児童に対する学習支援を目的としたものは該当し得ます 

 が、一般的な学力向上を主たる目的とした学習支援は法人が自主的に取り組むことが出来るもの 

 ですが、「地域における公益的な取組」には該当しません。 

 

③無料又は低額な料金で提供されること 

・ 自治体の委託事業を受託して費用の補填を受けている場合は該当しませんが、法人独自に付加 

 的なサービス提供を行っている場合は該当し得ます。 

・ 法人が介護保険サービスに係る利用者負担を軽減するものについては該当します。  
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２．日本財団・平成 28年度福祉車両助成事業を実施 

 

日本財団が行う、福祉事業者や公的な活動をしている非営利団体を対象とした福祉車両を助成する

事業が本年度も行われます。 

1994年度から始まった本助成事業は 2015年度には累計で 3万 8千台の実績となりました。2016年

度においては、特に高齢者や障害者が地域で暮らすための通所サービス、移送サービスのための車両

配備が優先されます。 

 

◆助成対象者 

財団法人、社団法人、社会福祉法人、NPO 法人、地方公共団体、社会医療法人など非営利活動・公

益事業を行う団体 

◆助成対象事業 

•社会福祉等に係るすべての事業 

ただし、高齢者や障害者が地域で暮らすための通所サービス、移送サービスに使用する車両配備

を優先。 

◆助成車両の概要 

車いす対応車（軽自動車）、車いす対応車（２名）、車いす対応車（４名）、送迎車（軽自動車） 

◆申請方法 

下記のインターネット申請による。 

http://www.nippon-foundation.or.jp/what/grant_application/  

◆募集期間 

2016年 6月 15日（水）11:00～6月 30日（木）17:00 

◆申請に関するお問い合わせ 

日本財団 

 〒107-8404 東京都港区赤坂 1-2-2 

 TEL：03-6229-5111（総合案内／ 9:00〜17:00） 

http://www.nippon-foundation.or.jp/what/grant_application/

